
入 札 説 明 書 

令和６年１２月２０日（金） 

入札執行者 

宮城県 

公営企業管理者 佐藤 達也 

 

１ 入札に付する事項 

（１）委託業務名称 みやぎ型管理運営方式モニタリング等支援業務 

（２）委託業務の履行場所 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１外 

（３）委託期間 令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

（４）業務の内容 別紙「みやぎ型管理運営方式モニタリング等支援業務仕様書（以下「仕様書」と

いう。）」のとおり 

（５）予定価格 ５６，８３０，０００円（消費税及び地方消費税を除く。） 

（６）入札方式 条件付一般競争入札（郵送入札及び総合評価落札方式） 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

宮城県の物品調達等に係る競争入札参加業者登録簿に登載されている者で、開札当日において次の

要件を満たす者 

事業所の所在地  

 なし 

実績  

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７

号、以下「ＰＦＩ法」という。）第１６条に基づく公共施設等運営権を設定しようとする業務

を支援する業務について、国又は地方公共団体と管理・総括的立場（元請又は共同事業体の代

表者）で契約し、履行した実績があること。 

資格  

 なし 

その他  

・ＰＦＩ法第１６条に基づき宮城県が令和３年１２月６日付けで運営権を設定した事業（以下

「本事業」という。）の被設定者である株式会社みずむすびマネジメントみやぎ（以下「運営

権者」という。）の株主又は当該株主と資本面若しくは人事面などにおいて会社法（平成１７

年法律第８６号）第２条第３号又は第４号に規定する親会社・子会社の関係がないこと。 

・運営権者の会社法第３３７条に規定する会計監査人でないこと。 

・運営権者に対して、本事業における実績を自己評価に関する支援・助言等の業務を提供する

者でないこと。 

・地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者である

こと。 

・宮城県から物品調達等に係る競争入札の参加資格制限要領に基づく資格制限を受けている期

間中でないこと。 



・会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更生手続

開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者（同法附則第２条の規定によりな

お従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む。）であること。ただし、同法に基

づく更生手続開始の決定を受けた者がその者に係る更生計画認可の決定があった場合にあっ

ては、その者を更生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみな

す。 

・宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１１月１日施行）別表各号に規定する措置要

件に該当しないこと。 

 

３ 入札に参加することができない者 

２に定める資格を有しない者。 

 

４ 入札日程等 

 （１）入札日程 

手続等 期間・期日 場所・方法 

質 問 受 付 令和６年１２月２０日（金）から 

令和６年１２月２７日（金）まで 

宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

宮城県企業局公営事業課総務班 

ＦＡＸ：０２２－２１１－３４１３ 

Ｅメール：kigyo-kg@pref.miyagi.lg.jp 

質問回答の公開 令和７年１月７日（火） 企業局ホームページ

（https://www.pref.miyagi.jp/soshiki

/kigyo/nyuusatsu.html）、企業局掲示板

に掲示するとともに、質問者に対しＥメ

ールで送付 

入札参加資格確

認申請 

令和６年１２月２０日（金）から 

令和７年１月１０日（金）午後５時

まで 

質問受付に記載する場所に提出するか、

配達証明付き書留郵便により提出するこ

と。 

入札参加資格確

認通知 

令和７年１月１７日（金） Ｅメールにより通知する。 

入札書及び提案

書の提出 

令和７年１月２０日（月）午前９時

から 

令和７年１月２４日（金）午後５時

まで 

質問受付に記載する場所に、持参又は配

達証明付き書留郵便により到達するこ

と。ただし、入札書を持参する場合は、

開札の日時までとする。 

開   札 令和７年１月２９日（水）午前９時

３０分 

宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

宮城県行政庁舎１５階企業局会議室 

入札結果の公表 落札決定した日の翌日 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

宮城県行政庁舎地下１階県政情報センタ

ー 及 び 入 札 情 報 サ ー ビ ス

（https://www.pref.miyagi.jp/soshiki

/keiyaku/kst.html） 

（注） 提案書とは、総合評価落札方式における価格以外の評価に必要な書類をいう。 

（注） 上記の期間は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規
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定する休日を除く午前９時から午後５時までとする。 

 （２）入札説明書の交付期限等 

令和６年１２月２０日（金）午前９時から令和７年１月７日（火）午後５時まで。ただし、郵

送による交付を希望する場合は、令和７年１月６日（月）午後５時までに、宮城県企業局公営事

業課総務班（電話：０２２－２１１－３４１３）あて申し出ること。または、企業局ホームペー

ジ （ https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kigyo/nyuusatsu.html ） 又 は 入 札 情 報 サ ー ビ ス

（https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kst.html）からダウンロードすること。 

 

５ 入札参加に関する留意事項 

 （１）入札説明書の承諾 

    入札参加者は、入札書及び提案書の提出をもって、入札説明書、仕様書、委託契約書（案）、様

式集、落札者決定基準（以下「入札説明書等」という。）及び質問回答の内容を承諾したものとみ

なす。 

（２）費用負担 

    入札参加者が本調達に関して要した費用は、入札結果に関わらず全て入札参加者の負担とする。 

 （３）入札保証金 

企業局財務規程（昭和４９年宮城県企業局管理規程第９号）第１条の２第１項の規定により準

用する財務規則（昭和３９年宮城県規則第７号）第９７条及び第９８条の規定による。 

（４）著作権 

   入札参加者から入札説明書等に基づき提出される書類の著作権は、入札参加者に帰属する。 

ただし、企業局は本事業の範囲内において公表する場合、その他企業局が必要と認める場合に

は、入札説明書等に基づき提出される書類の内容を無償で使用できる。また、審査に必要な範囲

において、企業局は、提案書等の全部又は一部を複写できるものとする。 

（５）作成責任 

   著作権、特許権など日本国の法律に基づいて保護される第三者の権利の対象となるものを使用

した結果生じた責任は、原則として提案書等を提出した入札参加者が負うものとする。 

（６）提出書類の取扱 

   提出した書類については、差し替え及び再提出は認めない。また返却しない。 

（７）その他 

   入札説明書等に定めるもののほか、入札参加に当たって必要な事項が生じた場合には、入札参

加者に通知する。 

（８）総合評価に必要な提出書類 

・総合評価落札方式における価格以外の評価に必要な書類（以下「提案書」という。）につい

ては、４の（１）に示す期日までに、入札説明書等の定めるところにより必要書類を作成の上、

４の（１）に示す場所へ、入札書と併せて配達証明付き書留郵便により提出すること。 

・提案書は、入札説明書等で定める様式に基づいて必要事項を記入し、記載した内容が確認で
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きる資料を添付した上で、入札説明書に定める方法により提出すること。 

・入札参加者は、入札執行者から提案書に記載した内容についての追加の確認資料の提出を求

められた場合は、その書類を提出すること。 

・提案書は、総合評価以外に使用しない。（当該提案書を提出した入札参加者の承諾を得た場合

を除く。） 

・提案書の差し替え及び再提出は認めない。  

・提案書は返却しない。  

・提案書の提出がない者及び提案書の評価項目のうち一つ以上の項目に全く記載がない提案書

を提出した者については、価格以外の評価は行わない。  

・提案書の記載内容について確認の必要があると認められる場合には、対面調査を実施するこ

とがある。 

（９）入札の無効 

   本公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札者に求められ

る義務を履行しなかった者のした入札は、無効とする。 

 

６ 入札の手続き 

 （１）入札説明書等に関する質問の受付等 

受付方法 入札説明書等の内容についての質問は、入札説明書等に関する質

問・回答書（様式第４号）により、電子メール又はファクシミリで提

出することとし、直接持参等はしないこと。 

なお、質問者は質問・回答書提出後に、電話にて到着確認を行うこ

と。 

提出先及び到着確認先 ＦＡＸ：０２２－２１１－３４９９  

Ｅメール：kigyo-kg@pref.miyagi.lg.jp 

電 話：０２２－２１１－３４１３（宮城県企業局公営事業課総務班） 

受付期間 令和６年１２月２０日（金）から令和６年１２月２７日（金）まで 

回答方法 質問者に対しＥメールで回答するほか、企業局ホームページ

（https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kigyo/nyuusatsu.html）、企

業局掲示板に掲示する。 

回答日 令和７年１月７日（火） 

（２）入札参加申請書類の提出 

入札参加希望者は、次により入札参加資格確認申請書（様式第１号）及び添付資料を１部提出

すること。なお、提出後の差し替え及び再提出は認めない。 

受付期間 令和６年１２月２０日（金）から令和７年１月１０日（金） 

午後５時まで（郵送も含め、期限必着） 
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提出場所 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

宮城県行政庁舎１５階企業局公営事業課総務班 

提出方法 提出場所に直接提出するか、配達証明付き書留郵便により提出する

こと。なお、郵便により提出する場合は、封筒には「入札参加資格確

認申請書在中」と朱書きすること。 

添付資料 ・業務実績申立書（様式第２号）及び当該業務に係る契約書写（業務

名、契約金額、受発注者両者の押印がわかる部分のみ） 

・業務従事者届出書（様式３号）及び資格者証等の写し並びに雇用関

係が確認できる書類の写し 

参加資格通知日及び通知

方法 

令和７年１月１７日（金） 

入札参加資格確認申請書に記載のＥメールアドレスにメールを送信

し通知する。 

   なお、上記の添付書類で入札参加資格の確認ができない場合には、追加資料の提出を求める場

合がある。 

（３）入札書等の提出 

    入札は、次により入札書（様式第５号）及び提案書届出書（様式第７号）を１部提出すること。

なお、提出後の差し替え及び再提出は認めない。 

受付期間 令和７年１月２０日（月）から令和７年１月２４日（金） 

午後５時まで（期限必着） 

提出場所 宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

宮城県行政庁舎１５階企業局公営事業課総務班 

提出方法 配達証明付き書留郵便又は持参により提出すること。なお、封筒は

二重封筒とし、表封筒に「入札書及び提案書在中」と朱書きすること。

中封筒は２種類とし、入札書（様式第５号）と見積積算書（様式第６

号）を同じ中封筒に、提案書を別の中封筒に入れ、それぞれ密封する

こと。 

提案書内訳 提案書の封筒には、以下の資料及び電子データを保存したＣＤ－Ｒ

を各１部同封すること。 

・提案書届出書（様式第７号） 

・業務責任者届出書（様式８号） 

・提案書（技術力等）（様式第９号）及び確認書類（様式９号参照）の

写し 

・提案書（企画力等）（様式第１０号） 



入札金額の記載方法 契約金額は、入札書に記載された金額に当該金額の消費税及び地方

消費税に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数金額を切り捨てた金額。以下同じ。）とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった契約希望金額から消費税及び地方消

費税に相当する金額を控除した金額を入札書に記載すること。 

  （注）提案書（実施方針等）を補足する資料（提案内容の詳細や内訳等）が必要な場合は、附属

資料として併せて提出することができる。 

     また、提案書（実施方針等）に規定以外の追加提案等が記載されていた場合には、受託後

に追加費用を伴わず実施する意思があるものと解する。 

（４）対面調査の実施 

書面上確認しがたい内容について、次により対面による確認を行うことがあるので、入札者は対

応すること。 

開催通知 要否を判断した上で、対面調査を実施する場合は、あらかじめ開催の連絡を行う。 

実施時期 令和７年２月４日（火） 

実施場所 
宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１ 

宮城県行政庁舎１５階企業局会議室 

 費用負担 対面調査への出席等に伴う一切の経費は、入札参加者の負担とする。 

（５）落札者の決定 

・入札価格が、予定価格の範囲内をもって申し込みをした者のうち、落札者決定基準による価格点

と価格以外の評価点の合計が最も高い者を落札者とする。 

・価格点と価格以外の評価点の合計が同点の者が２者以上あるときは、入札金額が低い者を落札者

とし、価格が同じ場合には、地方自治法施行令第１６７条の９の規定により、くじにより落札者を

決定する。 

    なお、くじ引きを行う手順等については、必要が生じた場合に企業局から当事者に連絡する。 

・総合評価結果を含む入札結果については、宮城県仙台市青葉区本町三丁目８－１宮城県行政庁舎

地下１階県政情報センター及び入札情報サービス（https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/keiyaku/kst.html） 

並びに企業局ホームページ（https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kigyo/nyuusatsu.html）で公表す

る。 

   ・落札者には、入札参加資格確認申請書に記載のＥメールアドレスにメールを送信し通知する。 

（６）入札の辞退 

・入札参加者は、入札が完了するまで、いつでも入札を辞退することができる。 

・入札を辞退した者は、これを理由として、以後に不利益な取扱いを受けるものではない。 

・辞退を希望する者は、辞退届（様式第１１号）を提出すること。 

７ 契約に関する事項 
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 （１）契約手続き 

    企業局は落札者と契約を締結する。 

 （２）契約書の作成 

    落札者は、落札決定した日から７日以内（初日不算入であって、土曜日、日曜日及び国民の祝

日に関する法律に定める休日を除く。）に、別添契約書（案）による契約書を作成し、締結しなけ

ればならない。 

 （３）契約保証金 

企業局財務規程第１条の２第１項の規定により準用する財務規則第１１３条及び第１１４条の

規定による。 

 （４）違約金の徴収 

    企業局は、入札保証金を免除された落札者が契約を締結しないときは、契約希望金額の１００

分の５に相当する金額を違約金として徴収する。 

（５）委託金の支払いに関する事項 

・受託者は、会計年度の委託期間が満了した場合には業務完了届を作成し、速やかに企業局に提

出すること。 

・企業局は、業務完了届受理後１０日以内に検査を行う。 

・受託者は、企業局の検査終了後、速やかに企業局に請求書を提出すること。 

   ・企業局は受託者から適正な請求書を受理した日から３０日以内に、委託料を支払う。 

（６）長期継続契約対象案件 

本業務は、年度当初から業務を開始する必要があることから、地方自治法（昭和 22 年法律第

67 号）及び地方自治法施行令に基づき条例で定めた長期継続契約対象業務として、年度開始（歳

出予算成立）前に入札の手続を進めているものである。したがって、本件に係る歳出予算が不成

立となったときは、契約手続きの中止や契約の解除を行う。 

 

８ その他 

（１）使用する言語等 

本件の入札及び契約に伴い作成する書類等に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通

貨、日本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に規定する計量単位に限る。 

（２）遵守事項 

・入札参加者は、地方自治法、地方自治法施行令、その他関係法令並びに企業局財務規程第１条

の２第１項の規定により準用する財務規則の規定並びに物品調達等に係る競争入札参加心得を遵

守しなければならない。 

・入札参加者は、宮城県から提供を受けた入札説明書等について、本件の調達手続以外の目的（広

告、宣伝、販売促進、広報等）に使用してはならない。 



（３）個人情報の取扱いについて 

受託者は、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守すること。 

（４）不明、錯誤等を理由とした異議申立て 

入札をした者は、入札後において、入札説明書等の内容について、不明、錯誤等を理由として

異議を申し立てることはできない。 

（５）苦情の申立て 

本調達における入札参加資格の審査その他手続に不服がある者は、宮城県企業局公営事業課（０

２２－２１１－３４１３）に対して苦情の申立てを行うことができる。 

 

９ 問い合わせ先等 

（１）入札担当  宮城県企業局公営事業課 総務班（０２２－２１１－３４１３） 

（２）業務担当  宮城県企業局水道経営課 水道経営管理班（０２２－２１１－３４３０） 

 （３）問い合わせ及び回答は、原則として書面によるものとする。 


